
　
　
　

                                                              再　検　討：事業の実施時期や、実施方法などを再検討する事業　　　　　　　　　（１事業）

伊　勢　崎　市

令和元年度

事務事業≪事前≫評価結果一覧表

―　評価対象事業　：　3事業　－

                                                              実　　施　：効率的・効果的な事業の実施を目指しながら、計画どおり実施する事業（１事業）

                                                              改善後実施：妥当性・有効性・効率性・公平性の観点から、改善を提案された事業　（１事業）
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令和元年度事務事業《事前》評価一覧表

評価
番号 事務事業名 主管課

事　　業　　概　　要 所管部課長意見 行政評価委員会評価 市民評価
【最終評価】

事業目的／内容 主管課の意見等 部局長の意見 ≪市評価委員会≫ ≪市民委員会≫

1
空家等対策推
進事業(空き家
調査)

環境部
環境保全課

　本市における空き家の適正な
管理を推進するため、令和３年
度に予定している伊勢崎市空家
等対策計画の見直しに先立ち、
基礎データとなる市内における
空き家の状況を把握することを
目的としています。

　現在の空家等対策計画（平成29
年度から令和３年度までの５年
間）の見直しにあたり、平成30年
度の住宅土地統計調査と並び見直
しの基礎資料となる重要な調査で
す。
　なお、本事業は、市内の空き家
の現地調査に加えて、空き家の所
有者等に対してアンケートを実施
することで、空家等対策計画の見
直しに反映をするものです。

　平成29年３月に現在の空家等対
策計画が策定され、これまで計画
に基づき空き家除却補助事業や空
き家改修補助事業を実施するとと
もに、関係団体との協定等の締結
に基づく連携を実現してきまし
た。これらによって、市内の管理
不全な空き家の解消に一定の効果
を上げていると考えます。
　また、今回の空家等対策計画の
見直しに係る調査事業は、これま
での本市の空家等対策事業の効果
を再確認するとともに、今後の対
策として何が必要かをアンケート
調査などからも把握するために不
可欠な事業であると考えます。

実
　
施

　安心安全な市民生活
のための空き家対策を
推進するためには、正
確な基礎データによる
状況の把握が必要であ
り、本事業の必要性は
高いと考えられる。事
業の実施にあたって
は、調査に必要な項目
等を十分に検討し、調
査の効率化やコスト削
減を図り、また、伊勢
崎市空家等対策計画の
見直しについても、事
業費の抑制を考慮する
ものとし、計画的な事
業の実施に努めるこ
と。

実
施

  今後も増加が見込まれ
る空家に対する対策を
適切に推進するために
は、現状を正確に把握
することが必要であ
る。
  安心で安全な生活環境
の確保を目指し、効率
的で効果的な事業の実
施に努めること。

実
　
施

　効率的・効果的
な事業の実施を目
指しながら、計画
どおり実施する事
業である。

2
産婦健康診査
事業

健康推進部
健康管理セン

ター

　産後うつの予防や新生児の虐
待予防等を図るため、出産後早
期に産婦の健康診査を実施し、
心身状態を確認するとともに、
産後初期段階における支援を強
化し、安心して育児が行える環
境を整えることを目的としてい
ます。

　出産数の減少による育児の追体
験の減少、核家族化による家庭内
の育児支援者がいない等の影響
で、産後の育児に対する支援が必
要な人が増加していると推察され
ます。産後の母体の健康管理のた
めと、産後うつや虐待の可能性を
把握するためにも、本事業は必要
と思われます。

　本事業は、育児支援や心身とも
に健康な母子の育成等を目的とし
て国が推奨している健康診査であ
り、母子保健サービスの充実を図
る上で大変重要であると思いま
す。また、県内の多くの市町村が
本事業を既に実施、または来年度
から実施予定であることなどか
ら、本市としても早急に実施する
必要があると考えています。

改
善
後
実
施

　安心して子どもを育てる
環境を整備するため、産婦
へのきめ細かい支援は必要
であり本事業の重要性は高
いと考えられる。ただし、
産婦健診後の事務処理方法
や健診結果のデータ管理な
ど実施体制について課題が
あることから、現状の人員
配置の中で上記課題の改善
を図ったうえで、先行して
実施している他自治体の事
例等の研究を行い、産後ケ
ア事業との円滑な連携を図
りながら効率的で効果的な
事業実施に努めること。

実
　
施

  産後うつの早期発見や
近年問題となっている
児童虐待の防止等を図
るため、本事業は大変
重要である。
  切れ目のない支援を実
施できるよう、効率的
で効果的な事業の実施
に努めること。

改
善
後
実
施

　事業の実施方法
の改善を図る等、
事業内容を見直し
た後に事業を実施
すべきである。

3
短時間保育士
雇用支援事業

福祉こども部
こども保育課

　引き続き待機児童が発生しな
いようにするため、私立保育施
設（私立保育園、認定こども
園）に対して、保育の中で忙し
い時間帯や早朝、夕方の保育を
担当する短時間勤務の保育士の
雇用費用の一部を支援すること
で、潜在保育士等が復職しやす
い環境を整え、保育人材確保の
機会拡大を図ることを目的とし
ています。

　潜在保育士が復職を考える際に
柔軟な雇用条件を提供しやすくす
ることで、保育人材を確保し、
もって待機児童ゼロを継続するた
めに必要な施策であると考えま
す。

　主に３歳未満児に対する入所の
円滑化を推進するためには、保育
人材の確保は喫緊の課題であり、
あらゆる方面から施策を講じる必
要があります。離職者が保育現場
に復職する際の勤務条件をフレキ
シブに提示できることで、多様な
働き方の支援につながる事業であ
り、私立保育園会からも制度化に
向けた要望が多数寄せられており
ます。

再
検
討

　保育環境を充実さ
せるため、保育士の
人材確保や働く環境
の整備は重要と考え
られるが、既に類似
事業を実施している
ため、より効率的で
効果的な事業を精査
し選択していく必要
がある。また、本事
業が保育士の雇用機
会の拡大につながる
のか不明確なため、
再検討が必要であ
る。

再
検
討

   保育士の確保や労働
環境を整え、保育環境
を充実させることは重
要だが、本事業によっ
て保育士の雇用機会の
促進が図れるかは不明
確なため、再検討が必
要である。

再
検
討

　事業の実施時期
や事業自体を再検
討する等、事業を
見送るべきであ
る。

伊勢崎市の行政評価≪事務事業（事前）評価≫は・・・

◇まず新しく事務事業の実施を計画している主管課が、自らその事業を分析し、所管部課長の意見を示します。

◇次に、総合計画実施計画の進行管理と財政的な見地から、企画調整課、財政課の意見等を聴取した後に、副市長以下、

企画・財政部門等で組織した『伊勢崎市行政評価委員会』で、市全体や市民の立場から、主管課の所管部課長の意見が

妥当か、改善の必要性があるかなどの観点から行政評価委員会評価を実施し、事業の方向性を示します。

◇行政評価委員会評価評価に平行して、市民の代表による『伊勢崎市行政改革推進及び行政評価市民委員会』において、

客観的な視点から検証を行います。

◇最終的な評価の決定は、行政評価委員会評価及び市民評価の結果を総合的に判断して市長が行います。

◇主管課は、最終評価を受け、計画実施の準備をします（又は、実施を見送ります）。

行政評価委員会評価並びに市民評価
の各評価内容や結果を総合的に検証
した『最終評価結果』です。

各事務事業の目的や内容です。

所管部課長意見および企画調整
課・財政課の意見を受けて市評価委
員会が導き出した行政評価委員会

評価対象事務事業の名称です。
①新規事業
（ハード事業：１千万円、ソフト事業：３年間で３００万円又は単年度で１００万円を超えるもの）

②主管課において事前評価が必要であると判断したもの

所管部課長意見および行政評価委員
会評価の結果を受けて「市民委員会」
が示した評価です。



令和元年度事務事業《事前》評価一覧表
市民評価

≪市民委員会≫部局長の意見

　本事業は、育児支援や心身とも
に健康な母子の育成等を目的とし
て国が推奨している健康診査であ
り、母子保健サービスの充実を図
る上で大変重要であると思いま
す。また、県内の多くの市町村が
本事業を既に実施、または来年度
から実施予定であることなどか
ら、本市としても早急に実施する
必要があると考えています。

主管課長の意見等

　安心安全な市民生活
のための空き家対策を
推進するためには、正
確な基礎データによる
状況の把握が必要であ
り、本事業の必要性は
高いと考えられる。事
業の実施にあたって
は、調査に必要な項目
等を十分に検討し、調
査の効率化やコスト削
減を図り、また、伊勢
崎市空家等対策計画の
見直しについても、事
業費の抑制を考慮する
ものとし、計画的な事
業の実施に努めるこ
と。

実
　
施

改
善
後
実
施

行政評価委員会評価

≪市評価委員会≫

　平成29年３月に現在の空家等対
策計画が策定され、これまで計画
に基づき空き家除却補助事業や空
き家改修補助事業を実施するとと
もに、関係団体との協定等の締結
に基づく連携を実現してきまし
た。これらによって、市内の管理
不全な空き家の解消に一定の効果
を上げていると考えます。
　また、今回の空家等対策計画の
見直しに係る調査事業は、これま
での本市の空家等対策事業の効果
を再確認するとともに、今後の対
策として何が必要かをアンケート
調査などからも把握するために不
可欠な事業であると考えます。

　出産数の減少による育児の追体
験の減少、核家族化による家庭内
の育児支援者がいない等の影響
で、産後の育児に対する支援が必
要な人が増加していると推察され
ます。産後の母体の健康管理のた
めと、産後うつや虐待の可能性を
把握するためにも、本事業は必要
と思われます。

再
検
討

　保育環境を充実さ
せるため、保育士の
人材確保や働く環境
の整備は重要と考え
られるが、既に類似
事業を実施している
ため、より効率的で
効果的な事業を精査
し選択していく必要
がある。また、本事
業が保育士の雇用機
会の拡大につながる
のか不明確なため、
再検討が必要であ
る。

　主に３歳未満児に対する入所の
円滑化を推進するためには、保育
人材の確保は喫緊の課題であり、
あらゆる方面から施策を講じる必
要があります。離職者が保育現場
に復職する際の勤務条件をフレキ
シブに提示できることで、多様な
働き方の支援につながる事業であ
り、私立保育園会からも制度化に
向けた要望が多数寄せられており
ます。

3

　引き続き待機児童が発生しな
いようにするため、私立保育施
設（私立保育園、認定こども
園）に対して、保育の中で忙し
い時間帯や早朝、夕方の保育を
担当する短時間勤務の保育士の
雇用費用の一部を支援すること
で、潜在保育士等が復職しやす
い環境を整え、保育人材確保の
機会拡大を図ることを目的とし
ています。

　潜在保育士が復職を考える際に
柔軟な雇用条件を提供しやすくす
ることで、保育人材を確保し、
もって待機児童ゼロを継続するた
めに必要な施策であると考えま
す。

短時間保育士
雇用支援事業

福祉こども部
こども保育課

事業目的／内容

評価
番号 主管課事務事業名

産婦健康診査
事業

健康推進部
健康管理セ

ンター

　安心して子どもを育てる
環境を整備するため、産婦
へのきめ細かい支援は必要
であり本事業の重要性は高
いと考えられる。ただし、
産婦健診後の事務処理方法
や健診結果のデータ管理な
ど実施体制について課題が
あることから、現状の人員
配置の中で上記課題の改善
を図ったうえで、先行して
実施している他自治体の事
例等の研究を行い、産後ケ
ア事業との円滑な連携を図
りながら効率的で効果的な
事業実施に努めること。

所管部課長意見
【最終評価】

実
　
施

2

　本市における空き家の適正な
管理を推進するため、令和３年
度に予定している伊勢崎市空家
等対策計画の見直しに先立ち、
基礎データとなる市内における
空き家の状況を把握することを
目的としています。

　産後うつの予防や新生児の虐
待予防等を図るため、出産後早
期に産婦の健康診査を実施し、
心身状態を確認するとともに、
産後初期段階における支援を強
化し、安心して育児が行える環
境を整えることを目的としてい
ます。

1
空家等対策推
進事業(空き家
調査)

環境部
環境保全課

　現在の空家等対策計画（平成29
年度から令和３年度までの５年
間）の見直しにあたり、平成30年
度の住宅土地統計調査と並び見直
しの基礎資料となる重要な調査で
す。
　なお、本事業は、市内の空き家
の現地調査に加えて、空き家の所
有者等に対してアンケートを実施
することで、空家等対策計画の見
直しに反映をするものです。

事　　業　　概　　要

改
善
後
実
施

　事業の実施時期
や事業自体を再検
討する等、事業を
見送るべきであ
る。

　効率的・効果的
な事業の実施を目
指しながら、計画
どおり実施する事
業である。

　事業の実施方法
の改善を図る等、
事業内容を見直し
た後に事業を実施
すべきである。

再
検
討

再
検
討

  今後も増加が見込
まれる空家に対する
対策を適切に推進す
るためには、現状を
正確に把握すること
が必要である。
  安心で安全な生活
環境の確保を目指
し、効率的で効果的
な事業の実施に努め
ること。

  産後うつの早期発
見や近年問題となっ
ている児童虐待の防
止等を図るため、本
事業は大変重要であ
る。
  切れ目のない支援
を実施できるよう、
効率的で効果的な事
業の実施に努めるこ
と。

実
施

実
　
施

   保育士の確保や労
働環境を整え、保育
環境を充実させるこ
とは重要だが、本事
業によって保育士の
雇用機会の促進が図
れるかは不明確なた
め、再検討が必要で
ある。
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